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１  はじめに 

 

本市では、昭和 50 年代前半から社会資本整備を集中的に行ってきたことなどによる地

方債残高の累増により公債費が激増し、平成 15 年度からは多額の財源不足が生じる見込

みとなっていました。このため、平成 13 年度から平成 17 年度までを計画期間とする「長

井市行財政改革大綱」及び「長井市行財政改革推進実施計画」、これらの計画と連動する

「長井市財政計画」などを策定し、財政の健全化に取り組んできました。この取り組み

により、公債費のピークの時期は乗り切ることができたものの、平成 19 年度予算におい

ては、歳入の伸びが期待できない中、公債費の高止まりや社会保障関係経費の増嵩など

から多額の財源不足が想定されたため、特定目的基金からの繰り入れを計画し、最終的

に 1億 6,000 万円を繰り入れることによりこの財源不足を補てんしてきました。 

このような経過を踏まえ、本市では平成 19 年度を「財政危機脱出元年」と位置づけ、

平成 17 年度に策定した「長井市自立計画」及び「長井市行財政改革推進実施計画 2006

～集中改革プラン～」の見直しを行い、より一層の財政健全化に取り組んできました。 

この結果、平成 19 年度末に 562 万円となっていた財政調整基金残高は、平成 25 年度

末では 10 億 9,821 万円と見込まれ、財源の年度間調整等の機能を回復することができま

した。 

今後の財政状況を展望すると、歳入においては、アベノミクス効果が徐々に地方にも

波及してくると期待されるものの、消費税増税に伴う影響や原材料費の高騰による製造

業の伸び悩み等も懸念され、個人市民税、法人市民税についてはともに横ばいで推移し、

固定資産税については、減少率は縮小するものの、今後とも減収傾向が続くと見込まれ

ています。地方交付税（通常収支分）については、平成 26 年度地方財政対策において、

交付税の原資となる所得税、法人税、消費税、たばこ税及び酒税の法定率分 12 兆 2,191

億円のみでは賄えず、平成 25 年度からの繰越金や国の一般会計からの加算措置等の臨時

措置分 4 兆 2,186 億円を加算せざるを得ない状況となっており、交付税特別会計が抱え

る33兆円を超える債務の存在とあわせ、今後の見込みについて注視する必要があります。

歳出においては、公共下水道事業特別会計への繰出金の減少が見込まれる一方、公債費

の増加、社会保障関係経費の自然増が懸念されます。また、投資的経費については、都

市再生整備計画事業に引き続き取り組むとともに、小中学校の大規模改修をはじめ、市

役所庁舎や市民文化会館の改築、あやめ公園（運動公園を含む）の整備等に取り組むも

のとしていますが、財政状況を勘案するとすべての事業の実現は難しく、有識者や市民

の代表による検討委員会などでの検討が必要になります。 

計画期間中の各種財政指標については、実質公債費比率において引き続き改善が見込

まれる状況となっています。しかしながら、地方債現在高において残高の増加が見込ま

れるなど、今後の財政運営に留意する必要があります。 

この「長井市財政の中期展望」は、現行の実施計画などに基づいて施策を実施する場

合の収支の状況を示すことにより、今後の行財政運営の参考とし、また、各種計画等を

見直す場合の指針とするものとして策定しています。 
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２  試算の前提条件 

  (1)  試算する会計 

試算は、一般会計を対象としています。 

 

  (2)  試算の期間 

試算の期間は、平成 26 年度から平成 30 年度までの 5年間としています。 

 

(3)  推計の方法 

   各課等からの試算に基づき推計しています。なお、平成 27 年度以降は、財政調整

基金及び減債基金からの繰り入れについては行わないものとして推計します。 

主な歳入歳出の推計方法は以下のとおりです。 

  

歳 入 

① 市税 

固定資産税及び都市計画税を除く市税については、生産年齢人口の推移、税制改

正による影響額などを勘案し推計します。固定資産税及び都市計画税については、

現在の地価の状況等を加味し推計します。 

   ② 交付金 

    利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、自動車取得税交付金及

び交通安全対策特別交付金については、平成 26 年度当初予算と同額で推計します。

地方消費税交付金については、地方税法の改正に伴う影響を加味して推計します。 

  ③ 地方交付税 

   普通交付税については、地方財政対策で示された枠組みに基づき、平成 19 年度か

ら平成 21 年度に行われた国の一般会計による特例措置（地方負担分の肩代わり分）

に係る精算や繰り延べられていた交付税特別会計借入金の償還などを勘案し、これ

ら特例措置の交付税総額に対する割合により当市の増減額分を推計します。基準財

政需要額の事業費補正、密度補正及び公債費については、個別に加減算して推計し

ます。また、平成 28 年度から平成 30 年度については、平成 27 年度に実施される国

勢調査の影響を見込みます。 

   特別交付税については、現行の交付税総額の 6％が、平成 28 年度に 5％、平成 29

年度以降は 4％に段階的に引き下げられるものとして推計します。 

   ④ 国・県支出金 

   計画期間内に実施が予定されている事務事業に連動して推計します。 

   ⑤ 市債 

   各年度に実施を予定している投資的経費について、現行の充当率で算定します。

臨時財政対策債については、今後も制度が継続されるものと仮定し推計します。 

   ⑥ その他の歳入 

   各年度の事業費の動向や過去の決算額の推移などを参考に推計します。 



 - 3 - 

  歳 出 

   ① 人件費 

   職員人件費については、定員適正化計画に基づき、業務に応じた人員を確保する

ものとして推計します。 

   ② 扶助費 

   平成 26 年度当初予算をベースとした各課の試算を集計します。 

③ 公債費 

   既に発行している市債の元利償還金及び今後の投資的経費の財源とするために発

行する市債、臨時財政対策債の元利償還金を推計します。なお、借換え及び繰上償

還に係る経費は見込まないものとします。 

④ 投資的経費 

   各事業課等からの試算を集計します。都市再生整備計画に基づく事業、小中学校

における大規模改修、市役所庁舎や市民文化会館の改築、あやめ公園（運動公園を

含む）整備等の大規模事業を含めたすべての投資的経費を計上しています。 

⑤ その他の歳出 

   基本計画の実施計画及び平成26年度当初予算に基づく各課の試算をベースに推計

します。 
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３  財政収支の見通し                        （単位：千円） 

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

歳 
 
 
 

入 

市 税 3,247,058 3,142,480 3,145,270 3,129,660 3,076,050 

地 方 譲 与 税 157,301 157,301 157,301 157,301 157,301 

交 付 金 342,800 554,830 554,830 706,280 706,280 

地方特例交付金 8,200 8,200 8,200 8,200 8,200 

地 方 交 付 税 4,180,000 4,085,000 4,075,000 4,045,000 4,118,000 

国 ・ 県 支 出 金 2,599,194 2,508,502 3,196,207 2,961,513 2,372,818 

市 債 1,533,500 1,560,200 2,401,150 4,979,500 2,762,600 

うち臨時財政対策債 488,600 472,500 456,000 439,100 421,500 

そ の 他 1,306,814 615,337 594,531 594,160 590,896 

計 13,374,867 12,631,850 14,132,489 16,581,614 13,792,145 

歳 
 
 
 

出 

人 件 費 2,189,897 2,197,567 2,190,624 2,175,189 2,180,804 

扶 助 費 2,126,373 2,085,943 2,119,362 2,146,822 2,176,057 

公 債 費 995,924 1,052,013 1,078,996 1,148,709 1,288,924 

物 件 費 1,632,988 1,602,734 1,584,924 1,558,233 1,569,703 

補 助 費 等 1,537,667 1,605,444 1,635,258 1,617,801 1,655,514 

繰 出 金 1,774,087 1,749,679 1,692,229 1,655,368 1,579,847 

投 資 的 経 費 2,526,849 2,208,034 3,786,116 7,044,310 3,660,458 

そ の 他 591,082 617,683 599,747 597,779 593,432 

計 13,374,867 13,119,097 14,687,256 17,944,211 14,704,739 

歳 入 － 歳 出 0 △487,247 △554,767 △1,362,597 △912,594 

※平成 26年度については、平成 25年度からの繰越明許予定額を加算しています。 

 

４  財政調整基金等の残高                                              （単位：千円） 

 財 政 調 整 基 金 減 債 基 金 合   計 

平成 26 年 3 月 31 日現在見込高 1,098,214 47,878 1,146,092 

 

５  各種指標等の見通し（普通会計ベース） 

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

財 政 力 指 数 0.426  0.436 0.443 0.454 0.453  

経常収支比率（％） 92.1  94.7 95.8 95.1 96.3  

実質公債費比率（％） 14.8  13.1 12.1 11.2 11.3  

将来負担比率（％） 134.0  141.4 146.7  164.2 172.4  

地方債現在高（千円）  11,811,918   12,459,348 13,944,692  17,970,327  19,721,742  

うち臨時財政対策債等  (4,979,644)  (5,158,845)  (5,287,614) (5,367,397) (5,424,259) 

注１： 実質公債費比率は、前 3ヵ年の決算見込値の平均値 

注２： うち臨時財政対策債等には、臨時財政対策債のほか臨時税収補填債、地方税減税補填債を計上して 

います。これらについては、後年度、地方交付税制度により全額手当てすることとされています。 


